
欧米の政策が無視する石炭の現実 

著 ラース・シェルニカウ、ポーシャ・ロバーツ 

監訳 キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 杉山大志    訳 木村史子 

2026 年 9 月 13 日 

 

本稿は 

Lars Schernikau, Portia Roberts, National Center for Energy Analytics, 2026.7.7 

The Coal Reality That Western Policy Ignores 

https://www.energyanalytics.org/research/coal-reality 

を許可を得て邦訳したものである。 

 

問題の核心 

 

イランとの戦争によって引き起こされた石油・ガス市場の混乱がもたらした結果の一つは、

世界のエネルギー需要を満たす上で石炭が持つ基盤的な重要性が改めて認識されたことで

ある。ホルムズ海峡の封鎖を受け、アジア諸国が液化天然ガス（LNG）への依存度を低減せ

ざるを得なくなったことに対応し、燃料用石炭市場も反応した。バングラデシュ、日本、フ

ィリピン、韓国、台湾、ベトナムなど、安定的な発電のために LNG から石炭へ切り替える

能力を持つ国や地域では、石炭輸入が増加した 1。欧州もまた、エネルギー安全保障を強化

するために石炭の使用量を増やした 2。 

 

すでにイラン戦争前から、世界の石炭需要は 2025 年に約 90 億トンという過去最高水準に

達しており、燃料用石炭の貿易量は年間 10 億トンを大幅に上回っていた 3。 

 

世界のエネルギー供給において石炭が着実に増加し、総発電量の 3 分の 1 以上を占めてい

る（図 1 参照）にもかかわらず、西側のエネルギー政策は依然として石炭の構造的な衰退を

前提としており、規制や資金調達上の制約を通じて石炭の役割を削減しようとしている。し

かし市場は、石炭を重要な燃料であり、不可欠な産業投入材として扱っている。2024 年、

ASEAN エネルギーセンターの報告書は、「ASEAN における発電において、石炭は現在、供

給の安定性、信頼性、手頃な価格、そしてある程度は持続可能性を評価した場合、他のエネ

ルギー源を上回っている」と宣言するとともに、「石炭からの戦略的転換は、送電網規模で

経済的かつ環境に優しい代替手段が利用可能になった時点で、適切なタイミングで実施さ

れるべきである」と補足して述べた 4。 
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価格競争力と広範な入手しやすさを踏まえると、市場の見通しでは、少なくとも予見可能な

当面の間、特に重要な産業用途において（ただしそれに限らず）石炭に代わるものは現れな

いと見られている。昨年、国際エネルギー機関（IEA）は「2050 年ネットゼロ排出シナリオ」

において、2035 年までに石炭需要が約 35%減少すると予測した 5。 

 

2026 年 5 月、IEA は「石炭は、増大する電力需要を満たし、電力システムの重要なニーズ

に応える上で依然として不可欠である」と認めつつも、東南アジアにおいても石炭の迅速な

段階的廃止を主張し続けた 6。 しかし、実際にデータは新興市場における石炭への依存が

持続あるいは拡大していることを示しており、世界的な不安定さが続くなら、先進国でも今

後数十年にわたり同じことが当てはまる可能性がある。石炭依存度の低い将来を目指す

人々にとっては、停電、コスト上昇、意図せぬ環境面または供給信頼度面の悪影響を防ぐに

は、石炭への選択的投資が彼らの直観に反して価値を持つことを認識する必要があるだろ

う。 

 

 

図 1：「移行」はなく、あるのは「追加」だけ 

* 「その他」には、地熱、バイオマス、およびバイオ燃料などの再生可能エネルギー源が含まれる。 

出典：Lars Schernikau 著「Coal Keeps the Lights On . . . Are We Experiencing a ‘New’ Renaissance of 

https://unpopular-truth.com/2026/03/18/the-new-renaissance-of-coal/?utm_source=brevo&utm_campaign=2026-04-04%20newsletter%20Coals%20return&utm_medium=email


Coal?」（ブログ『The Unpopular Truth』、2026 年 3 月 18 日）を改編。 

データ出典：エネルギー研究所『2025 Statistical Review of World Energy』第 74 版（Energy Institute、

2025 年）、および「Electricity Data Explorer」（Ember、2026 年 6 月 22 日閲覧）、 

https://ember-energy.org/data/electricity-data-explorer 

 

現実 

 

電力、産業、貿易、肥料生産、そしてエネルギー安全保障は、いずれも程度の差こそあれ、

石炭に依存している。石炭は現代文明の主要素材を生産するための最も重要な燃料であり、

化学還元剤でもある。鉄鋼、セメント、金属、肥料、消費財、電子機器、さらにはエネルギ

ーインフラそのもののサプライチェーンにおいて中心的な役割を果たしている。石油やガ

スと同様、石炭はエネルギー源として役立つだけでなく、何千種類もの日用品を成り立たせ

る物質的基盤でもあるのだ。 

 

西側諸国が重工業を国外に移転すると、生産は石炭が依然として支配的な地域へ移ること

となった。そして世界の石炭消費量は、2008 年の 6Bt 強から 2025 年には 9Bt 近くへ増加

した（図 2 参照）7。同じ期間に、海上石炭貿易（熱石炭用および冶金用石炭）は約 8 億ト

ンからおよそ 15 億トンへと拡大し、世界最大級の物質フローの一つとなった。石炭は、世

界で採掘される鉱物資源全体の 10％近くを占めている 8。一方で、世界的に空気質は大幅に

改善した 9。 
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図 2：世界の石炭生産量 

注：合計値は 9 Bt を超える。Bt は 10 億トンを、Mt は 100 万トンを示す。 

出典：Lars Schernikau 著「Coal Keeps the Lights On . . . Are We Experiencing a ‘New’ Renaissance of 

Coal?」（ブログ『The Unpopular Truth』、2026 年 3 月 18 日）を改編。 

データ出典：国際エネルギー機関（IEA）『Coal 2025—Analysis and Forecast to 2030』（IEA、2025 年）

所収「Demand」（12–42 頁）、および Schernikau による独自の調査・分析。 

 

この成長を牽引してきたのはアジアである。2025 年だけでも、中国は約 80GW の新規石

炭火力発電設備を稼働させた。これは、欧州の現存する石炭火力発電設備の約 70％に相当

する 10。風力や太陽光発電の増加により稼働率は低下するものの、送電網の安定性を確保

するため、中国の石炭火力発電容量は今後も拡大し続ける見込みである 11。インドも大幅

な増加を計画している。石炭消費量は現在の約 12 億トンから 2047 年には約 26 億トンへ

増えると予測され、今後 10 年間に約 100GW の新設石炭火力発電所の建設が計画されて

いる 12。 

 

他のアジア諸国でも劇的な増加がみられる（図 3 参照）。ベトナムの石炭消費量は過去 20

年間で 750%増加した。マレーシア、インドネシア、フィリピンでは、今世紀初頭以来、
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消費量が 2 倍ないし 3 倍以上に増えた。全体として、石炭火力発電所は世界の電力の 3 分

の 1 超を生産しているのである。 

 

図 3：東南アジアの主要諸国における発電量 

注 その他には地熱、バイオマス、及びバイオ燃料などのその他の再生可能エネルギー源が含まれる。 

出典：Schernikau, “Coal Keeps the Lights On . . . Are We Experiencing a ‘New’ Renaissance of Coal?” 

2026 年 3 月 18 日を基に作成。 

データ元：Ember, “Electricity Data Explorer,” 2026 年 6 月 25 日閲覧。 

https://ember-energy.org/data/electricity-data-explorer 

 

電力を絶やさず、産業を動かす 

 

エネルギーシステムは、一次エネルギー、電力、ピーク電力需要という、相互に関連した

3 つの階層で構成されている（図 4 参照）。これらは人口増加と経済発展に伴っていずれも

拡大してきたが、電力需要の伸びは一次エネルギーの伸びを上回った。最も速く増えたの

はピーク需要であり、地域によっては電力需要の 2 倍の速さで増えている。ベースロード

とピーク電力需要の両方を満たせるエネルギー源の中で石炭が支配的であり、意外にも、

ピーク電力需要を満たす場面で最も重要である。米国やアジア・欧州の多くの地域でみら

れるように、電力網にストレスがかかると、発電に占める石炭の比率は上昇するのであ
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る。 

 

 

図 4：3 層構造のエネルギーシステム 

出典：Lars Schernikau, “Electricity for Data Centers . . . Is AI the Driving Force?” The Unpopular Truth

（ブログ）, 2025 年 1 月 24 日を基に作成。 

データ元：Schernikau による独自調査・分析。引用：IEA, World Energy Outlook 2024, p. 43。 

 

石炭火力発電所は、電力系統の物理的安定性において極めて重要な役割を果たしている

13。基本的な物理法則により、系統の堅牢性と周波数安定性を確保するには、大型の回転

同期機（石炭、ガス、水力、バイオマス、原子力発電所にある）が必要である。これに対

し、風力・太陽光は単に間欠的なだけではない。インバーターを介して電力を供給するた

め、いわゆる「デジタル電力」を生み出すのである。デジタル電力とは、これらが本質的

にパワーエレクトロニクスに基づいていることを意味し、慣性を持つ重量の大きな回転同

期機が提供する重要な送電網の特性を一切備えていないのである 14。電力会社の送配電網

（系統）に直接接続される大規模蓄電池もまた、デジタル電力を供給する。供給または需

要に突然の変動が起きた場合、慣性を持つ火力発電所は系統の安定を維持し、障害の連鎖

を防ぐ上で不可欠である。約 5,000 万人に影響した 2025 年 4 月のイベリア半島大停電の

中心的な引き金は、主に太陽光によるデジタル電力に過度に依存した電力網において、慣

性が不足していたことだった 15。 

 

送電網の信頼性や安定性に加え、石炭はエネルギー安全保障と手頃な価格という利点も備

えている。世界のほとんどの地域で、石炭は原子力やガス（特に LNG）よりも安価であ

り、需要の急増に対応するため、発電所の近くに数ヶ月分の石炭を容易かつ安価に貯蔵す

ることができる。中国、コロンビア、インド、インドネシア、ロシア、南アフリカ、米国

https://unpopular-truth.com/2025/01/24/electricity-for-data-centers/
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のように豊富な国内埋蔵量を持つ国は、地域内調達と備蓄によって、競争力のあるコスト

で安定した電力を供給できるというメリットを享受している。これは、輸入 LNG や天候

依存型再生可能エネルギーに大きく依存する欧州諸国と対照的である。LNG 価格が急騰

する中、コストを管理するため予備石炭火力の再稼働を検討した 2026 年のドイツの議論

は、多様化したエネルギーシステムにおける石炭の重要な役割を浮き彫りにしていると言

えよう 16。 

 

そして石炭には、容易には代替できない産業用途がある。2025 年に消費された推定 90 億

トンのうち、半分をはるかに超える量が、直接または間接に産業活動を支えている。具体

的には、鉄鋼、セメント、化学、金属、製造業での利用に加えて、製錬などの産業プロセ

ス向け電力である（図 5 参照）。多くの産業用途では、華氏約 1,100～2,200 度、すなわち

摂氏 600～1,200 度の高温を持続的に得ることと連続運転が必要である。このため、間欠

性のある太陽光・風力は不適切であり、天然ガスは大半の地域で価格競争力を欠く。（一

部の先進原子炉設計は必要な温度を供給できるとされるが、大半はなお構想段階にあ

る。）現代の冶金は、金属酸化物を金属へ変える還元剤として、石炭由来の炭素に依存し

ている。原料炭は、高炉で鉄鉱石から鉄鋼を生産するためのコークスを作り、他の重要鉱

物の精錬にも使われる。また、高純度珪砂を還元して、太陽光パネル、半導体、コンピュ

ーター・ハードウェア用のシリコンを生産する。冶金用石炭は海上石炭貿易の約 4 分の 1

を占める 17。 

 

インフラ、鉄鋼、電力への需要の増加に伴い、世界の石炭使用量は増え続けている。一

方、欧州では 2025 年に 13 GW18 の石炭火力発電所が閉鎖された。その中には、ハンブル

クにある近代的なムーアブルク発電所も含まれており、この発電所は建設費 30 億ユーロ

を投じて建設された約 1.6 GW の発電所だったが、稼働開始からわずか 5 年で早期閉鎖・

解体されたことになる 19。一方、ディーゼル燃料やガソリンの輸入に対する地政学的なリ

スクヘッジとなる液化石炭（CTL）の生産は、アジア全域で増加している 20。 



 

図 5：世界の石炭の産業用途 

注：世界の石炭の産業用途は年間約 55 億トン。Bt は 10 億トンを表す。 

出所：Schernikau による独自調査・分析。 

 

肥料、食料安全保障、貧困削減 

 

肥料に含まれる窒素は、主として地球の大気に由来する。大気の 78%は窒素（N₂）であ

る。植物は窒素（N₂）を直接利用できない。ハーバー・ボッシュ法では、大気中の窒素と

水素を、窒素肥料の基礎となるアンモニア（NH₃）へ変換する 21。 

 

石炭は、アンモニア生産に用いる世界の水素の約 20%を供給し、世界人口の約 50%が食料

面で依存する窒素肥料（尿素、硝酸アンモニウム、硫酸アンモニウム）の原料では、さら

に大きな比率を占める。石炭由来アンモニアは世界生産の約 4 分の 1 を占めている。中国

では、アンモニアの原料である水素の 75%超が石炭由来であり、そのため年間約 1 億トン

の石炭が消費されている。世界全体では、水素原料の約 70%を天然ガス、約 20%を石炭、

約 10%を石油が供給している 22。 

 

貿易とサプライチェーンをめぐる重大な現実 

 

市場は、ある商品がどれほど不可欠かを映し出す明確なレンズである。石炭の電力、産

業、食料生産における役割から視野を広げると、世界の海上輸送活動は、地域をまたぐ石

炭の重要性を裏づけているのがわかる（図 6 参照）。年間に海上輸送される 120 億トン超

の物資のうち、55 億トンはエネルギー商品であり、石炭だけで 15 億トンを占める 23。平



均すると、海上石炭貿易の約 70%は発電所向けの一般炭である。24 

 

 

図 6：世界の石炭の輸出入 

注：この図は 2025 年の石炭輸送量の概算を示しており、総量は約 1.5 Bt である。 

Bt は 10 億トン、Mt は 100 万トンを表す。 

東アジアおよび南アジアには、日本、韓国、ブルネイ・ダルサラーム、カンボジア、インドネシア、ラオ

ス人民民主共和国、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムが含まれる。 

出典：Lars Schernikau, “Coal Keeps the Lights On . . . Are We Experiencing a ‘New’ Renaissance of 

Coal?” 2026 年 3 月 18 日を基に作成。 

データ：国際エネルギー機関（IEA）『Coal 2025—Analysis and Forecast to 2030』（IEA、2025 年）の

「Demand」の章（12–42 ページ）及び HMS Bergbau AG の需給推計を含む Schernikau の追加計算。 

 

インドネシアは、年間約 5 億トンを出荷する最大の海上石炭輸出国であり、約 3.6 億トン

のオーストラリア、2 億トンのロシアが続く。米国、南アフリカ、コロンビアは、海上市

場において小規模な輸出国として続いている。一方モンゴルは陸上輸出の主要国として台

頭しており、年間約 90 Mt を、主に中国へ輸出している。同国は近く、世界第 2 位の原料

炭輸出国になる可能性がある 25。 
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供給の信頼性は概して高いと言える。政府政策、例えばインドネシアの一時的な輸出禁止

や、オーストラリア、南アフリカの洪水・サイクロンなどの気象要因によって、時折混乱

が起きる。これらはサプライチェーンに短期的な傷をつけるが、世界供給を重大に脅かす

ことはまれである。直近の大きな混乱は、ウクライナ侵攻後、西側諸国がロシア産石炭に

制裁を科し、貿易フローの大規模な組み替えを強いたことにより起きた。通常の市場環境

では、一般炭価格は発電の採算性に連動する傾向があり、競合燃料、特に天然ガスの価格

から強い影響を受ける。 

 

2025 年の海上石炭輸入では、中国が約 5.5 億トンで首位となり、インドが約 2.4 億トンで

続いた。ASEAN 諸国は約 1.8 億トン、日本は約 1.4 億トン、韓国は約 1 億トンを輸入した。

EU の輸入量は約 120 Mt だった 26。 

 

世界の需給均衡は、国内の生産と消費、そして貿易の複雑な相互作用から生じる。中国、

インド、インドネシア、米国、南アフリカなどの主要国では、国内の動向が海上貿易にお

ける価格や取引量に多大な影響を及ぼしている。中国では国内消費の伸びが生産を上回

り、2009 年以降、石炭の純輸出国から世界最大の輸入国へ転じたのである。 

 

数千年分に及ぶ埋蔵量 

 

石炭は、現在の生産速度と比べた地質学的な豊富さで際立っている。残存する石炭埋蔵量

全体は、現在の消費水準なら、硬質炭（無煙炭と瀝青炭）で約 2,000 年、褐炭で 3,000 年

以上もつと推計される 27。今日の技術で経済的に採掘可能な量である確認埋蔵量だけを数

えても、世界の石炭供給は 130～150 年分あると見込まれる。 

 

これに対し、確認埋蔵量でみた消費可能年数は、石油が約 50～60 年、天然ガスが約 50～

55 年、在来型原子炉用の既知鉱床にあるウランが 50～100 年である。なお先進技術を用

いれば、ウランの年数は大幅に延びる（図 7 参照）28。 

 

何よりも重要なのは、石炭鉱床が多くの国と大陸に広く分布していることである。この地

理的な分散により、石炭は海上輸送のボトルネック、パイプラインへの依存、地政学的リ

スクの影響を受けにくいのである。 



 

図 7：化石燃料、とりわけ石炭の埋蔵量は膨大である 

注：この図は 2023 年のデータに基づいており、残存ポテンシャルは埋蔵量と資源量の合計であり、石

油・ガスには在来型および非在来型の埋蔵量・資源量の両方が含まれる。 

左側の棒グラフは確認埋蔵量／生産量の比率を示し、右側の棒グラフは資源量／生産量の比率を示してい

る。 

* 在来型および非在来型ガスの合計を示す。 

† 従来型および非従来型の石油の合計を示す。 

‡ 資源量には、経済的に採算の取れる資源（80 ドル/kg 未満）のみが含まれる。 

出典：Lars Schernikau 著「Coal Keeps the Lights On . . . Are We Experiencing a ‘New’ Renaissance of 

Coal?」（ブログ『The Unpopular Truth』、2026 年 3 月 18 日）を改編。データ出典：ドイツ連邦地球科

学・鉱物資源研究所（BGR）『Energy Data 2024: German and Global Energy Supplies』 

（BGR、2025 年）（ドイツ語原文を参照）、および Schernikau による独自の調査・分析。 

 

技術と汚染 

 

20 年前の北京では、灰色の空が当たり前で、マスクは日常生活の一部だった。現在、公式

統計によれば、2025 年の北京では約 95%の日が「汚染なし」とみなしうるとされた 29。 

 

中国は 2013 年に「汚染との戦い」を開始した。その後、石炭消費量全体が過去最高へ増

える一方で、主要な都市大気汚染物質はほぼ 50%減少したと報告している。これには、

2020 年代半ばまでに北京や主要都市で微小粒子状物質（PM₂.₅）が 50～55%減少したこと

も含まれる。古い石炭火力を近代的な設備に置き換え、高度な排煙処理を導入し、重工業

を人口集中地域から移転することで、中国はより多くの石炭を燃焼しながら、環境改善を

https://unpopular-truth.com/2026/03/18/the-new-renaissance-of-coal/?utm_source=brevo&utm_campaign=2026-04-04%20newsletter%20Coals%20return&utm_medium=email
https://unpopular-truth.com/2026/03/18/the-new-renaissance-of-coal/?utm_source=brevo&utm_campaign=2026-04-04%20newsletter%20Coals%20return&utm_medium=email
https://www.bgr.bund.de/EN/Themen/Rohstoffe/Downloads/Downloads_EN_en/energiedaten_en/energiedaten_2024_en.html
https://www.bgr.bund.de/DE/Themen/Rohstoffe/Downloads/Downloads_EN/Energiedaten/energiedaten_2024.html?nn=864672


実現したのである。 

 

現代の石炭火力発電所は、以前の設備とは著しく異なる（図 8 参照）。無対策設備や 20 世

紀の技術と比べ、今日の最先端設備は、電気集じん機、排煙脱硫、選択触媒還元によっ

て、粒子状物質 30 を 99%、30 硫黄酸化物を 95～99%、窒素酸化物を 80～90%削減して

いる 31。実際、高い煙突と効果的な拡散によって、十分に排出管理された現代の石炭火力

は、近傍の地表面における粒子状物質濃度を、交通量の多い都市交差点より低くすること

ができるのだ。 

 

図 8：石炭火力発電所における最低コストの効率化経路 

出典：Lesley Sloss 著『Technology Readiness of Advanced Coal-Based Power Generation Systems』

（CCC/292、IEA Clean Coal Centre、2019 年）18 ページ、図 3 を改変。 

 

すべての燃焼技術は CO₂を排出する。CO₂は環境中濃度では人間に直接的な毒性を及ぼさ

ず、光合成と水利用効率を高める強力な天然肥料として働く、植物に不可欠な栄養源であ

る 32。従来の基準大気汚染物質とは異なり、CO₂は植物の生命にとって根本的に有益であ

る。CO2 に関する主な環境上の懸念は、大気中の温室効果におけるその役割に起因してい

る。地球規模の文明活動は、温室効果ガスの濃度を顕著に増加させている。将来の温暖化

の規模と実質的な影響、気候感度、そして最適な政策対応については、現在も科学界およ

https://www.researchgate.net/publication/337486607_TECHNOLOGY_READINESS_OF_ADVANCED_COAL-BASED_POWER_GENERATION_SYSTEMS


び経済界において活発な議論が続いている 33。 

 

長期的な気候目標をどう考えるか、あるいは市場が二酸化炭素回収・貯留に対価を支払う

意思を持つかにかかわらず、現実世界におけるエネルギーにはトレードオフが存在する

34。 

 

石炭の CO₂排出だけを天然ガスその他のエネルギー源より不釣り合いに重く扱う議論は、

ライフサイクル全体、自然による炭素吸収、システム全体の排出、供給信頼度、メタンな

ど CO₂以外の温室効果ガスを考慮しなければならない 35。 

 

廃棄物の流れ 

 

世界全体の石炭燃焼により、年間およそ 10 億トンの石炭灰および関連残留物が排出され

ている。これは大量ではあるが比較的化学的に不活性な鉱物系廃棄物（主にケイ素、アル

ミニウム、酸化鉄）の流れであり、セメント、コンクリート、建設資材として再利用され

ることが多い。これに対し、風力、太陽光、蓄電池技術に必要な鉱物の採掘・処理は、時

間を通じてエネルギー単位当たりでみれば廃棄物量がより少ないものの、化学的により複

雑で、潜在的にはるかに毒性の高い尾鉱を伴う場合がある（表 1 参照）。また、これらの

サプライチェーンの多くは、石炭を動力源とする製造に大きく依存している 36。 

 

表 1：廃棄物フローの相対的毒性 

（出典元の許可を得て邦訳） 

廃棄物の種類 
年間量 

（概算）* 
主な物質 毒性リスク 再利用・リサイクル性 管理不備の場合の環境影響 

都市一般廃棄物 約 2Bt 各種の家庭ごみ 中程度～高 
約 20～25%をリサイク

ル 

メタン排出、プラスチック汚

染 

石炭灰 約 1Bt 

主に鉱物（シリカ、

アルミナ、カルシウ

ム） 

低～中程度 
約 50～60%を再利用（セ

メント、コンクリート） 

保管が不適切な場合の地下水

汚染 

風力・太陽光・蓄

電池の廃棄物† 
約 0.1Bt 

ガラス、複合材、金

属、化学物質 

構成部材により

中程度～高 

現状ではブレードと太

陽光パネルのリサイク

ル率は低い 

複合材の埋立の蓄積、蓄電池

化学物質のリスク 

 

* Bt は 10 億トンを表す。 † 風力・太陽光・蓄電池の廃棄物は 2050 年について推計。 



出典：Lars Schernikau, “Coal Keeps the Lights On . . . Are We Experiencing a ‘New’ Renaissance of 

Coal?” The Unpopular Truth（ブログ）, 2026 年 3 月 18 日を基に作成。データは Schernikau の推計。 

 

先進的な超超臨界発電所などの高効率・低排出（HELE）技術は、燃料消費量と kWh あた

りの排出量を削減することで、熱効率を向上させる（図 8 参照）。中国の石炭火力設備の

高度化は、改修と新設によって、安定したベースロード容量を拡大しながら地域の大気質

を改善できることを示している。世界の古い低効率設備を一夜にして最先端の HELE 設備

へ置き換えたなら、世界の石炭消費量は 3 分の 1 近く減り、基準大気汚染物質の排出は

90%をはるかに超えて削減される可能性がある 37。 

 

考察 

 

欧州の状況は、エネルギー安全保障や経済的負担能力よりも環境目標を優先するエネルギ

ー政策がもたらすリスクを如実に示している。ポーランドという顕著な例外を除けば、EU

諸国の大半は、国内石炭（国によっては原子力も）の利用を大幅に減らして輸入天然ガス

へ置き換え、間欠性のある太陽光・風力の利用を増やしてきた。しかし 2022 年のロシア

によるウクライナ侵攻後、ロシアからのガス供給が途絶える中、電力系統の安定性を確保

するため、いくつかの国が褐炭や石炭火力発電所を一時的に再稼働させたり、稼働期間を

延長したりした 38。米国産 LNG は今や EU の LNG 輸入の 3 分の 2 近くを占め、さらに比

率を伸ばす最大の供給源となったが 39、欧州のエネルギーシステムは、世界のガス市場の

価格変動と地政学的不安に引き続き脆弱である。そしてロシアは 2025 年にも EU の天然

ガス全体の約 14%を供給していたが、段階的廃止措置によってこの比率は下がり続けてい

る 40。ドイツは石炭火力の段階的廃止の一環として、例えば、高効率のムーアブルク石炭

火力（建設時には欧州で最も先進的な石炭火力の一つ）を廃止した 41。その一方、エネル

ギー危機時には、コストと安全保障を理由に、より古く効率の低い石炭火力を使って石炭

利用を延長することを繰り返し検討してきた 42。多くの EU 加盟国は、間欠的な風力や太

陽光技術への高い依存がもたらす現実的なトレードオフを認識し始めているのである 43。 

 

米国では、トランプ政権が規制緩和、連邦所有地へのアクセス、技術開発を通じて国内石

炭生産を支援する方向へ動いた 44。この動きを促しているのは、データセンター、AI イン

フラ、製造業の国内回帰による電力需要の急増と、エネルギー安全保障、供給信頼度、価

格の手頃さへの関心の復活である。2025～26 年には、米国で新規石炭プロジェクトや運

転延長の発表・進展がみられた。石炭の拡大は、オーストラリア、中国（大規模）、イン

ド、カザフスタン、モンゴル、モンテネグロなどでも進んでいる。AI インフラの急増する

電力需要を、原子力や天然ガスだけでは賄うことはできないだろう。アラスカで石炭火力

https://unpopular-truth.com/2026/03/18/the-new-renaissance-of-coal/?utm_source=brevo&utm_campaign=2026-04-04%20newsletter%20Coals%20return&utm_medium=email
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建設を提案している Terra Energy Center が、石炭火力発電に目を向ける北米のデータセ

ンター企業として唯一の存在であり続ける可能性は低いと言える 45。有効なエネルギー政

策は、安全保障、価格の手頃さ、供給信頼度、環境性能の間にある現実のトレードオフを

均衡させなければならない。あらゆる産業規模のエネルギーシステムと同様、石炭の環境

影響は現実に存在する。焦点は、時期尚早な廃止ではなく、技術的改善、すなわち高効

率・低排出（HELE）技術利用や汚染物質排出抑制による、環境に配慮した石炭利用：ク

リーン・コールに置くべきである。 

 

石炭は現代文明の基盤であり続けている。鉄鋼、セメント、コンクリート、そして大半の

金属は、サプライチェーンの中で直接または間接に石炭へ依存している。石炭のような手

頃で信頼性の高いベースロード電源がなければ、エネルギーコストが上昇し、産業生産能

力が制約を受け、経済全体に悪影響が及ぶ可能性がある 46。とりわけ今日、西側諸国が重

工業の多くを石炭に依存するアジアへ国外移転している以上、この問題はなおさら重要で

ある。 

 

本イシュー・ブリーフは、共著者 Lars Schernikau が The Unpopular Truth（ブログ）に 2026 年 3 月 18

日付で発表した「石炭は明かりを灯し続ける……石炭の『新たな』復興を経験しているのか？」（原題：

“Coal Keeps the Lights On . . . Are We Experiencing a ‘New’ Renaissance of Coal?”）に掲載された独自研

究を発展させたものである。 
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